
〇技能基準及び技能訓練実施基準について（通達） 

平成10年７月23日  

海幕教第3526号  

改正 平成14年８月23日 海幕教第4606号〔第１次改正〕     

平成17年４月６日 海幕教第2054号〔第２次改正〕     

平成22年３月31日 海幕教第2794号〔第３次改正〕 

平成23年３月31日 海幕教第2742号〔第４次改正〕     

平成24年３月27日 海幕教第2724号〔第５次改正〕     

平成26年３月19日 海幕教第2564号〔第６次改正〕     

平成27年３月26日 海幕教第186号 〔第７次改正〕 

平成29年11月 1日 海幕防第469号 〔第８次改正〕 

令和元年６月21日 海幕総第256号 〔第９次改正〕 

令和３年６月17日 海幕教第241号 〔第10次改正〕     

令和４年４月１日 海幕教第235号 〔第11次改正〕 

令和５年３月10日 海幕教第180号 〔第12次改正〕 

海上幕僚長から各部隊の長・各機関の長あて 

技能基準及び技能訓練実施基準について（通達） 

標記について、海上自衛隊の教育訓練の実施に関する達（昭和42年海上自衛隊達第31号。

以下「達」という。）第８条第２項及び第２３項第２項の規定に基づき下記のとおり定め、

平成１０年９月１日から実施する。 

記 

１ 技能基準 

(1) 趣 旨 

この基準は、海上自衛隊の隊員がその地位に応じ到達すべき技能基準（以下「技能

基準」という。）に必要な事項を定めるものとする。 

(2) 技能基準 

   技能基準は、海上自衛隊の職の分類制度の実施に関する達（昭和３８年海上自衛隊

達第１１０号）第４条に基づく「特技職明細書」及び同条の２に基づく「接尾語明細

書」による。 

(3) 適用範囲 

   技能基準は、技能教育及び技能訓練に適用するものとする。 

２ 技能訓練実施基準 

(1) 趣 旨 

   この基準は、海上自衛隊における技能訓練の実施について必要な事項を定めるもの

とする。 



(2) 用語の意義 

この基準における用語の意義は、達に定めるもののほか、次の各号に示すとおりと

する。 

  ア 「部隊等の長」とは、長官直轄の部隊及び機関の長（海上幕僚長の監督を受ける

自衛隊病院を含む。）のほか、長官直轄の部隊の編成に加わる各級の部隊の長をい

う。 

  イ 「技能訓練シラバス｣とは、准尉及び曹士隊員に対し、特技職及び階級に応じて個々

に必要な知識及び技能を修得させるための訓練の実施及び評価の標準をいう。 

ウ 「接尾語シラバス」とは、特技の内容の区分又は資格免許等を示す接尾語の付与

要件の一つである訓練の実施及び評価の基準をいう。 

  エ 「技能訓練手法」とは、技能訓練の実施及び評価に関して部隊等の長が定める訓

練実施標準、訓練実施要領等の総称をいう。 

(3) 技能訓練実施の要旨 

   技能訓練は、技能基準に基づき、職務遂行に必要な知識及び技能を向上させること

を目的とし、次により実施するものとする。 

  ア 基本教育において修得した知識及び技能を実物・実地に即して反復演練するとと

もに、その補備・充実を図る。 

  イ 部隊訓練と綿密な関連をもって計画的に実施するとともに、日常の勤務における

諸作業を通じての機会教育と隊員の自己研さんを重視し、総合的な訓練効果の発揮

に努める。 

(4) 部隊等の長の責務 

  ア 部隊等の長は、この通達に定めるもののほか、技能訓練の実施に関し、必要な事

項を定めるものとする。 

  イ 部隊等の長は、隷下部隊における隊員の技能訓練について、その進歩と斉一を図

るものとする。 

(5) 技能訓練の計画 

  ア 部隊等の長は、教育訓練に関する計画の一環として技能訓練の実施計画を定める

ものとする。 

  イ 部隊等の長は、技能訓練を計画するに当たっては、部隊訓練との整合を図るもの

とする。 

(6) 技能訓練の実施 

  ア 幹 部 

    部隊等の長は、部下の幹部に対し、職務の自覚による自己研さんを推進し指導す

るとともに、所掌業務に習熟させるため、次により訓練を実施するものとする。 

   (ｱ) 職務の遂行に必要な法規に通暁させる。 

   (ｲ) 所掌する装備品等の性能、構造、作動及び取扱いを熟知させるとともに、修理

等に関する業務に通暁させる。 



   (ｳ) 業務に関する報告、記録等を通じ、適切な文書の作成及び管理能力を向上させ

る。 

   (ｴ) 職務の遂行に必要な外国語能力を向上させる。 

   (ｵ) 当該部隊等の教育訓練の計画及び実施を分担させ、技能向上の資とさせる。 

   (ｶ) 訓練作業、演習、公試、諸試験等重要な業務の実施に当たっては、関係の幹部

を会して事前・事後の研究を実施させ、必要な教示及び指導を行う。 

(ｷ) 適宜、指定作業又は特別の任務を課し、指揮能力を練成・向上させる。 

   (ｸ) 随時、指導官の監督の下に保安上差し支えない範囲で上級者の業務を経験させ

る。 

   (ｹ) 適当な通信教育を受講させ、知識及び技能を向上させる。 

   (ｺ) 接尾語シラバスによる訓練を、別紙第１に基づき実施させる。 

   (ｻ) 接尾語取得後の技能訓練を、別紙第４に基づき実施させる。 

  イ 准尉及び曹士 

    部隊等の長は、部下の准尉及び曹士に対し、それぞれの配置における所掌業務を

完遂させるとともに、その地位及び特技職に応じる技能を向上させることを主眼と

し、次により訓練を実施するものとする。 

   (ｱ) 技能基準により訓練項目を設定し、部隊訓練を勘案しつつ計画的に実施する。 

   (ｲ) 接尾語シラバスによる訓練を、別紙第１に基づき実施させる。 

   (ｳ) 技能訓練シラバスによる訓練を、別紙第２に基づき実施させる。 

     なお、技能訓練シラバスによる訓練において准尉及び曹士隊員が到達すべき知

識及び技能の標準（技能訓練シラバス用技能到達標準）は、別に示す。 

(ｴ) 技能訓練手法による訓練を、別紙第３に基づき実施させる。 

(ｵ) 技能訓練シラバス、又は技能訓練手法による訓練では網羅できない接尾語に関

しては、接尾語取得後の技能訓練を別紙第４に基づき実施させる。 

(ｶ) 経歴の相違等による個人技能の差を考慮し、個人指導を徹底する。 

   (ｷ) 技能修得に必要な普通学等素養に関する補備教育を行う。 

   (ｸ) 必要に応じて講習を実施し、又は講習に参加させて知識及び技能を向上させる。 

   (ｹ) 技能検定等を通じて、部下の知識技能を把握するとともに、じ後の訓練計画等

の改善に資する。 

  ウ 事務官等の技能訓練の実施 

    部隊等の長は、部下の事務官等に対し、その配置に応じ、ア又はイの要領に準じ

て訓練を実施するものとする。 

  エ 技能訓練の協同実施 

    部隊等の長は、必要な場合、相互の協議の上、協同して技能訓練を行い、訓練効

果の向上を図るものとする。 

  オ 技能訓練の委託 

    部隊等の長は、技能訓練の実施に当たり必要とする場合は、相互の協議の上、訓



練の一部を他の部隊等に委託することができる。 

(7) 成果の検討 

   部隊等の長は、不断に訓練成果の評価に努め、訓練法を改善し、計画及び指導に反

映して訓練効果の向上を図るものとする。 

 

 

添付書類：別紙第１～別紙第４ 

写送付先：部内全般 

 



別紙第１ 

接尾語シラバスによる訓練 

 

１ 接尾語シラバスの作成、修正及び配布 

 (1) 海幕防第 4598 号（62.9.21）別冊第２に定める特技職明細書等管理補助者は、別途、

海上幕僚監部人事教育部長から通知させる様式及び記載要領により、接尾語シラバス

を接尾語ごとに作成し、部隊等の長に配布するものとする。細部については、特技職

明細書等管理補助者所定とする。 

 (2) 特技職明細書等管理補助者は、接尾語シラバスの作成及び修正に当たっては、関係

各部隊等と十分調整を行うものとする。 

 (3) 部隊等の長は、接尾語シラバスの作成について所要の協力を行うものとする。 

２ 訓練の実施 

 (1) 訓練の期間は、原則として配置後１年以内とする。ただし、搭乗員については、２

年以内とする。 

 (2) 訓練対象者は、接尾語シラバスに係る接尾語に関連した配置に勤務する者で、部隊

等の長が指定する者とする。 

 (3) 部隊等の長は、必要に応じて部下の幹部等を指定し、訓練の実施を補助又は分担さ

せるものとする。 

３ 訓練の評価及び報告 

 (1) 部隊等の長は、接尾語シラバスによる訓練終了後、特技職明細書等管理補助者が示

した合格基準に基づく評価を行うものとする。 

 (2) 部隊等の長は、前号の合格基準に達した者について、付紙様式により特技認定権者

に速やかに通知するものとする。 

４ その他 

部隊等の長は、訓練を終了する前に転出する者がある場合は、その評価シート及び検

定シートを転出先の部隊等の長に送付するものとする。 

なお、部隊等の長は、特に必要と認める場合のほか、退職した隊員の評価シート及び

検定シートを速やかに破棄するものとする。 

 



付紙様式 

 

発 簡 番 号 

発簡年月日 

 

 （特技認定権者）   殿 

                           (部隊等の長) 

接尾語シラバスによる訓練終了通知書 

接尾語シラバスの名称 所  属 階  級 氏  名（認識番号） 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

（日本工業規格Ａ列４番） 

 



別紙第２ 

 

技能訓練シラバスによる訓練 

 

１ 技能訓練シラバスの作成、修正及び配布 

 (1) 付紙に示す技能訓練シラバス作成者は、別途、海上幕僚監部人事教育部長から通知

させる様式及び記載要領により、技能訓練シラバスを特技職ごとに作成し、部隊等の

長に配布するものとする。 

   なお、技能訓練シラバスは、機器・配置等の相違によることなく、修得すべき教育

訓練項目（「共通」）と、機器・配置等の相違により選択して実施すべき教育訓練項

目（「選択」）に区分して作成するものとする。 

 (2) 部隊等の長は、技能訓練シラバスの教育訓練項目の追加、削除等の必要を認めた場

合は、技能訓練シラバス作成者にその内容に理由を付して通知するものとする。 

 (3) 技能訓練シラバス作成者は、部隊等の長からの所見等により、教育訓練項目の追加、

削除等を必要と認めた場合は、関係各部隊等と調整の上、該当する技能訓練シラバス

を修正するとともに、当該技能訓練シラバスを部隊等の長に配布するものとする。 

 (4) 付紙に示す技能訓練シラバス作成補助者は、技能訓練シラバスの作成及び修正につ

いて所要の協力を行うものとする。 

 (5) 前各号のほか、細部については、技能訓練シラバス作成者所定とする。 

２ 訓練の計画及び実施 

 (1) 部隊等の長は、隊員の特技職、階級等に応じ、技能訓練シラバスにより技能訓練計

画を作成し、実施するものとする。 

(2) 部隊等の長は、部下の隊員において、当該隊員が保有する特技職と配置に要求する

特技職が一致しない場合及び配置上接尾語修得後の技能訓練を重視せざるを得ないと

認める場合は、技能訓練シラバスによる訓練を免除することができる。 

 (3) 部隊等の長は、必要に応じて部下の幹部等を指定し、訓練の計画又は実施を補助又

は分担させるものとする。 

３ 訓練の記録及び評価 

   部隊等の長は、技能訓練シラバスによる訓練の記録及び評価を同シラバスに従い実施

するものとする。 

４ 訓練の試行 

技能訓練シラバス作成者は、装備機器の特性等により特に必要と認める場合は、技能

訓練シラバスの様式及び技能訓練の実施・評価要領等を別に定め、関連する部隊等の長

は、原則としてこれを試行するものとする。 

５ その他 

部隊等の長は、隊員が転出する場合は、当該隊員の技能訓練シラバスに係る記録（技

能訓練シラバスノート）を転出先の部隊等の長に送付するものとする。 



なお、部隊等の長は、特に必要と認める場合のほか、退職した隊員の技能訓練シラバ

スノートを速やかに破棄するものとする。 

 



付 紙 

 

技能訓練シラバス作成者及び同補助者 

特 技 職 等 
作 成 者 作 成 補 助 者 

番 号 特 技 職 

１ ３ ２ １ ２ 情 報 員 艦隊情報群司令 第２術科学校長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙第３ 

 

技能訓練手法による訓練 

 

１ 技能訓練手法の制定 

 (1) 付紙に示す技能訓練手法作成者は、技能基準に基づき特技職ごとに技能訓練手法を

定め、当該技能訓練手法を部隊等の長に配布するものとする。 

 (2) 部隊等の長は、技能訓練手法の教育訓練項目の追加、削除等の必要を認めた場合は、

技能訓練手法作成者にその内容に理由を付して通知するものとする。 

 (3) 技能訓練手法作成者は、部隊等の長からの所見等により、教育訓練項目の追加、削

除等を必要と認めた場合は、関係各部隊等と調整の上、該当する技能訓練手法を修正

するとともに、当該技能訓練手法を部隊等の長に配布するものとする。 

 (4) 付紙に示す技能訓練手法作成補助者は、技能訓練手法の作成及び修正について所要

の協力を行うものとする。 

 (5) 前各号のほか、細部については、技能訓練手法作成者所定とする。 

２ 訓練の計画及び実施 

 (1) 部隊等の長は、隊員の特技職に応じ、技能訓練手法により技能訓練の計画を作成し、

実施するものとする。 

 (2) 部隊等の長は、部下隊員において、当該隊員が保有する特技職と配置に要求する特

技職が一致しない場合及び配置上接尾語取得後の技能訓練を重視せざるを得ないと認

める場合は、技能訓練手法による訓練を免除することができる。 

 (3) 部隊等の長は、必要に応じて部下の幹部等を指定し、訓練の計画又は実施を補助又

は分担させるものとする。 

３ 訓練の記録及び評価 

  部隊等の長は、技能訓練手法による訓練の記録及び評価を同技能訓練手法に従い実施

するものとする。 

４ その他 

  部隊等の長は、隊員が転出する場合は、当該隊員の技能訓練手法に係る記録を転出先

の部隊等の長に送付するものとする。 

  なお、部隊等の長は、特に必要と認める場合のほか、退職した隊員の技能訓練手法の

記録を速やかに破棄するものとする。 



付 紙 

技能訓練手法作成者及び同補助者 

特 技 職 等 
作 成 者 作 成 補 助 者 

番 号 特 技 職 

０ １ ５ １ ２ 警 備 員 ※ 
航 空 集 団 司 令 官 第 ３ 術 科 学 校 長 

０ ３ １ １ ２ 車 両 員 ※ 

１ １ ３ １ ２ 航 海 員 ※ 

護 衛 艦 司 令 官 
第 １ 術 科 学 校 長 

１ １ ４ １ ２ 電 測 員 ※ 

１ １ ５ １ ２ 射 撃 員 

１ １ ５ ２ ２ 射 管 員 

１ １ ５ ３ ２ 運 用 員 

１ １ ６ １ ２ 魚 雷 員 ※ 

１ １ ６ ２ ２ 水 測 員 ※ 

１ １ ７ １ ２ 掃 海 機 雷 員 掃 海 隊 群 司 令 

１ １ ８ ２ ２ デ ィ ー ゼ ル 員 ※ 

護 衛 艦 司 令 官 

第 ２ 術 科 学 校 長 
１ １ ８ ３ ２ ガ ス タ ー ビ ン 員 ※ 

１ １ ８ ４ ２ 電 機 員 ※ 

１ １ ８ ５ ２ 応 急 工 作 員 

１ １ ９ １ １ 船 務 要 員 
第 １ 術 科 学 校 長 

１ １ ９ ２ １ 攻 撃 要 員 

１ １ ９ ３ １ 機 関 要 員 第 ２ 術 科 学 校 長 

１ ２ ３ １ ２ 航 空 管 制 員 ※ 

航 空 集 団 司 令 官 

 

１ ２ ４ １ ２ 地 上 救 難 員 
第 ３ 術 科 学 校 長 

１ ２ ９ １ １ 航 空 基 地 要 員 

１ ３ ３ １ ２ 通 信 員 ※ システム通信隊群司令 

第 １ 術 科 学 校 長 
１ ３ ４ １ ２ 気 象 海 洋 員 ※ 海洋業務・対潜支援群司令 

１ ４ １ １ ２ 特 別 警 備 員 特 別 警 備 隊 長 

２ １ ２ １ ２ 電 子 整 備 員 ※ システム通信隊群司令 

２ ２ １ １ ２ 航空発動機整備員※ 

航 空 集 団 司 令 官 第 ３ 術 科 学 校 長 

２ ２ １ ２ ２ 航空電機計器整備員※ 

２ ２ １ ３ ２ 航 空 機 体 整 備 員 ※ 

２ ２ ２ １ ２ 航 空 電 子 整 備 員 ※ 

２ ２ ３ １ ２ 航 空 武 器 整 備 員 ※ 

２ ２ ９ １ １ 航 空 整 備 要 員 

２ ３ １ １ ２ 技 術 員 ※ 横 須 賀 地 方 総 監 第 ２ 術 科 学 校 長 

３ １ ９ １ １ 経 補 要 員 ※ 護 衛 艦 隊 司 令 官 第 ４ 術 科 学 校 長 



５ １ ２ １ ２ 施 設 員 ※ 航 空 集 団 司 令 官 第 ３ 術 科 学 校 長 

３ １ ２ １ ２ 経 理 員 ※ 

護 衛 艦 隊 司 令 官 第 ４ 術 科 学 校 長 ３ １ ３ １ ２ 補 給 員 ※ 

３ １ ４ １ ２ 給 養 員 ※ 

４ １ ４ １ ２ 衛 生 員 自衛隊横須賀病院長  

７ １ １ １ ２ 音 楽 員 東 京 音 楽 隊 長  

注：※印を付した特技職に関しては、作成者のほか、部隊等の長がそれぞれ部隊の実状に

合わせ、准曹士に適用する技能訓練手法を別途作成することができる。 

 

 



別紙第４ 

 

接尾語取得後の技能訓練 

１ 接尾語取得後の技能訓練の目的 

  この技能訓練は、技能基準に基づき、接尾語取得時の知識及び技能を維持させること

を目的として実施する。 

２ 対象接尾語 

 (1) 潜水にかかわる接尾語 

 (2) 接尾語明細書に示されている特技職明細書等管理補助者が技能維持を必要と認める

接尾語 

 (3) 部隊等の長が技能維持を必要と認める接尾語 

３ 技能訓練手法の制定 

 (1) 潜水にかかわる接尾語 

  ア 次の表に示す技能訓練手法作成者は、技能基準に基づき訓練項目を選定し、接尾

語ごとに技能訓練手法を定めるものとする。 

 

 

 

 

 

イ 上記に示す技能訓練手法作成補助者は、技能訓練手法の作成等について、技能訓

練手法作成者に対して所要の協力を行うものとする。 

(2) 特技職明細書等管理補助者が技能維持を必要と認める接尾語（例：立入検査等） 

接尾語明細書に示される特技職明細書等管理補助者は、関係各部隊等との調整の上、

接尾語取得後も技能維持を必要と認める接尾語のかかわる技能訓練手法を接尾語シラ

バスによる訓練に準じて定めるものとする。  

(3) 部隊等の長が技能維持を必要と認める接尾語（例：ＬＣＡＣクルー（ナビゲーター）

等） 

 部隊等の長は、第１号及び前号以外の接尾語保有者に対して、技能基準に基づき技

能訓練手法を必要に応じて定めるものとする。 

(4) 部隊等の長は、技能訓練手法作成者及び特技職明細書等管理補助者が定めた技能訓

練手法に追加、修正等の必要を必要と認めた場合、技能訓練手法作成者及び特技職明

細書等管理補助者にその内容に理由を付して通知するものとする。 

４ 訓練の計画及び実施 

(1) 当該接尾語の技能訓練手法に定める訓練は、原則として１年で終了するものを標準

とし、訓練対象者は、繰り返し実施する。 

(2) 訓練対象者は、当該接尾語を保有し、関連した配置で勤務している者で、部隊等の

接 尾 語 技能訓練手法作成者 技能訓練手法作成補助者 

飽 和 潜 水 潜水艦隊司令官 潜水医学実験隊司令 

水 中 処 分 掃海隊群司令 第１術科学校長 

スクーバ潜水 掃海隊群司令 第１術科学校長 



長が指定する者とする。 

  なお、搭乗員の配置にある者は、航空集団司令官及び教育航空集団司令官の定める

技能訓練手法を実施することができる。 

(3) 部隊等の長は、当該接尾語に応じた技能訓練手法により技能訓練を計画し、実施す

るものとする。 

(4) 部隊等の長は、必要に応じて部下の幹部等を指定し、訓練の計画、実施を補助又は

分担させるものとする。 

(5) 部隊等の長は、必要な場合、相互の協議の上、協同して技能訓練を行い、訓練効果

の向上を図るものとする。（例：潜水集合訓練等） 

５ 訓練の記録及び評価 

部隊等の長は、技能訓練の記録及び評価を、接尾語取得後の各技能訓練手法に従い実

施するものとする。 

ただし、スクーバ潜水に関しては、技能訓練手法作成者が技能訓練の評価及び技能管

理を一元的に実施するものとする。 

６ その他 

部隊等の長は、隊員が転出する場合は、当該隊員の接尾語取得後の技能訓練に係る記

録を転出先の部隊等の長に送付するものとする。 

なお、部隊等の長は、特に必要と認める場合のほか、退職した隊員の接尾語取得後の

技能訓練の記録を速やかに破棄するものとする。 


